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ラテンアメリカにおいて、先住民族に対す
る人権侵害は増え続けている。2012 年も例
外ではなかった。しかし、別の意味での前進
もあった。裁判において先住民族の原告ある
いは被告に有利な決定がなされた事件が多く
あった。さらには、先住民コミュニティに益
する法律が制定され、先住民族の権利に関し
て一般社会の関心が高まった。先住民組織や
人権団体が再生されたり、ごく一部の国々で
はあるが、政府の姿勢や公共政策において先
住民族の要求にとって、わずかながらではあ
るが、好ましい変化が起きた。
それにもかかわらず、アメリカ大陸にいる
数百万人の先住民族の人権を揺さぶってきた
旧来からの問題は、依然として未解決のまま
である。確かに、地域のすべての国家は、先
住民族は国際人権諸条約において認められて
いるすべての人権；市民的、政治的、経済的、
社会的および文化的権利の保持者であること
を法的に認めている。すべてではないが南北
アメリカ大陸の大半の国々は、これら条約を
批准している。一部のラテンアメリカ諸国は
それら批准文書に沿って自国の憲法や法律制
度を改正し、先住民族の特別な集団的権利を
少なくとも公式には認めるようになった。た
だし、大抵の場合、これら権利は日常生活の
中で効果的に実施され尊重されているとは言
えない状況である。一部の国々では、反人種
主義および反差別の特別法が制定されたもの
の、その有効性は必ずしも明確に表れている
わけではない。
実際問題としては、先住民族はさまざまな
形態の周縁化、社会的排除と差別、そして多
くのケースにみられるように経済的搾取と剥
奪の継続的な被害者である。ここ数年来の大
きな問題の一つは、グローバル化された資源
抽出経済による先住民族の権利と生活様式に
対する影響、および先住民族の土地と環境に
対する影響に関係している。なぜこれは深刻
な人権問題であり、どのように人種主義と関
係しているのだろう？
資源抽出経済の活動は鉱物採掘と石油抽出
に集中している。さらに、そこに大規模農園、
水力発電事業、インフラ設備建設などの大き
な開発プロジェクトを加えることができる。
金属鉱業はこの間、高度な資本集約型の事業
となり、多くの鉱物資源の国際価格が驚くほ

ど高騰し、株主や企業役員に莫大な利益をも
たらしている。これら事業活動は北の企業が
管理運営しているが、その活動はかなりの部
分、世界の貧しい国々の中で特に周縁に追い
やられた地域に集まっており、それら地域の
多くは先住民族が昔から住む大地である。近
代的な資本集約型採掘事業は、広大で鉱物資
源が豊かな地域の破壊を伴う。これら地域の
豊かな資源は、農民や先住民族が自給自足の
生活を維持できる程度の土地、水、野菜など
を提供してきた。あと数年もすれば、これら
地域の自然環境は間違いなく被害をうけ、水
資源は枯渇し、健康・衛生・食の安全保障は
社会問題の原因となり、時には政治的対立を
引き起こすようになるだろう。一握りの地域
住民は鉱山で臨時雇用を見つけるであろうが
（利益を生む採掘活動はせいぜい長くて 10 数年であ

る）、大多数の住民は伝統的な経済活動の基盤
を失くし、鉱物資源豊かな地域から都市のス
ラムに追いやられ、人口過密な貧困地域の “極
度の貧困問題” の一部となり、そこであらゆ
る形態の人種主義的で差別的な行動や処遇に
日常的に曝されるようになる。
そのようなプロセスはラテンアメリカだけ
ではなく、南アジア、東南アジア、アフリカ、
北米などあらゆる地域で起きている。一部の
主張にかかわらず、大規模鉱山活動は、先住
民族や地元住民に持続可能な開発のきっかけ
をもたらしてはいない。時折の例外は定説に
はならない。
先住民族と多国籍グローバル経済企業の間
の権利と利害の衝突は数多くの対立を引き起
こし、時には暴力に発展した。世界の人権団
体に支持された先住民族の活動は、しばしば
訴追され、“企業に優しい” 政府により “テロ
リスト” として刑事罰を受けている。この数
か月、マスメディアは先住民族や人権団体に
よる抗議デモ、デモ参加者の逮捕と起訴、国
家による反テロ法の適用、そしてこれら紛争
地域における社会環境の漸進的退化を報道し
てきた。ラテンアメリカで言えば、こうした
事件はグァテマラ、ペルー、チリ、メキシコ
をはじめとした国々で起きている。カナダの
北米先住民族は、国の北部で起きている同様
の出来事について苦情を訴えている。国連先
住民族の権利に関する特別報告者は、国連人
権理事会にこうした問題を定期的に報告して
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きた。
国際的にみれば、先住民族の権利は ILO 第
169 号条約で保護されているが、残念ながら
大多数の ILO 加盟国はこの条約を批准してい
ない。同じく、2007 年に国連総会で採択さ
れた国連先住民族の権利宣言も先住民族の権
利を保護している。先住民族の権利を支持す
る国際文書、宣言、勧告がますます増えて
いる。アメリカ大陸では、米州人権委員会と
米州人権裁判所がこの問題にますます注意を
向けるようになり、この 10 年、先住民族の
権利の保護に関して重要な貢献を果たして
きた。それにより、その前の 10 年間はほと

んど注意が払われなかったこれら法律問題に
注意が向けられるようになり、法的環境に大
きな変化がもたらされた。残念ながら一部の
政府はこの進展を歓迎しておらず、ラテンア
メリカの一部諸国の間には、地域の国々が一
緒になって数十年前に作った地域人権機関の
重要性や任務を低下させようとする動きがあ
る。もしそのようなことになれば、先住民族
やその他のマイノリティコミュニティにとっ
て、さらには人権保護メカニズム全般にとっ
て、今後の成り行きが懸念される。
	 （Rodolfo Stavenhagen）

アルゼンチンに住むボリビア人コミュニ
ティは厳しい現実に直面している。外部から
遮断された繊維工場で、労働者は休むことな
く働かされている。この無法状態に数千人の
ボリビア人が置かれているのだ。
政府統計によれば、繊維工場で働くボリビ
ア人の非正規労働者は全国で 5万から 7万 5
千人いる。この数字は氷山の一角であり、そ
のような悪質な組織に搾取されているラテン
アメリカの移住労働者は無数に存在する。ア
ルゼンチン、ブエノスアイレス州にはこうし
た闇の工場は約 2万軒あると言われ、その内、
3千軒以上は連邦首都ブエノスアイレスに存
在している。
近年これらの違法組織の多くが連邦首都か
ら追放されたため、その違法活動への抗議の
声や反対運動は大きく後退した。しかし彼ら
は決して消滅したのではなく、ブエノスアイ
レス大都市圏、それも見つかりにくい場所に
散らばっただけである。彼らは闇の世界のさ
まざまな組織とつながっているため、実態を
明らかにして戦うことはほぼ不可能である。
それら工場の中には倒壊や火災の危険にさ
らされている家屋もある。ボリビア人労働者
はそのような場所で毎日 12 時間から 18 時間
働かされ、「とんでもない金額」の賃金しか
受けていない。
闇工場は一般住宅の中にあり、労働者を徹
底的に管理している。そうした中、2012 年 3
月 30 日に悲劇が起きた。繊維工場の一つに

火がつけられ、子ども 4人を含む 6
人のボリビア人が死亡した。この工
場（家屋）には 25 家族が超過密状態
で生活をし働かされていたことが、
火事をきっかけに判明した。
当局の追及はボリビア人移住者コ
ミュニティ内に対立を引き起こし
た。そうした工場を所有あるいは管
理するボリビア人たちは、労働供給
が絶えないよう、敷地内の安全基準措置の実
施を 6か月間延期するよう求めた。その一方
で、闇工場の搾取状態からうまく逃げ出した
ボリビア人労働者のグループが、雇用主を刑
事告訴した。少人数ではあるが、彼らが提供
した情報から、当局は何軒かの闇工場を閉鎖
に追い込んだ。
工場から脱出して刑事告訴した一人は、ボ
リビアで求人広告を見て応募したそうだ。広
告では、給料は高く、家族用の住宅も提供す
ると書かれていたそうだ。だがブエノスアイ
レスに到着するやいなや、18 時間無給で働か
された。
IMADR ラテンアメリカ・ベースは、他の市
民社会組織と協力して、政府の法的責任を追
及している。そして、ボリビア人コミュニティ
内で風通しをよくして話あいができるよう促
している。そうすれば、このような状況を招
いた外部および内部の問題に、これからは彼
ら自らが協力してうまく対処できるようにな
る。	 （Mario Yutzis）
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